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第 1 節 解題 

 本稿では、小売業における関係性マーケティングの可能性を考察する。我々の見る限り、

小売業における関係性マーケティング研究については、これまでロイヤルティプログラム

に関わる議論がさまざまになされてきた。ロイヤルティプログラムは、今日では CRM とも

結びつき、小売業者にとって重要な位置を占めるようになっているといわれる1。だが、実

務的にも研究的にもしばしば示されてきたのは、ロイヤルティプログラムが本当に収益に

つながるのかどうかについての疑問であった。少なくとも、単純な形で、ロイヤルティプ

ログラムの導入が直ちに収益に結びつくとはいい難い。 

 先行研究が示す通り、ロイヤルティプログラムの種類も様々に存在する。典型的なポイ

ントカードですら、そのポイント付与の方法によって効果は変わるといわれる。収益や効

果についても、CLV(顧客生涯価値)を始めとして多くの指標が考案される。さらには、これ

らに対して影響を与える媒介変数は数多く考えられる。これらをまとめて一意の結論を導

くことはほぼ不可能であろうと思われる。むしろここで求められるのは、限りない要因の

特定ではなく、ロイヤルティプログラムに限定されない関係性マーケティング自体の枠組

みからの再考察である。 

 もともと関係性マーケティングとは、Berry(1995)に示されるように、顧客との関係性を

継続的に強化する活動を意味する2。あるいは包括的な研究として位置づけられる Sheth 

                                            
1 Woolf(2001)。特にロイヤルティカードを用いた活動が普及しているとされる。 
2 Berry(1995)、p.236。初出は Berry による 1983 年の論文。 
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&Parvatiyar eds.(2000)に従えば、関係性マーケティングとは、継続的で協同的な活動のプ

ログラムであり、最終ユーザーと共にコストを減少させ経済的な価値を相互に強化し創造

することを意味する3。他にも多様な定義が存在するが、特に注目すべきは、関係性の構築

だけではなく、持続を前提として維持もまた重要であり、企業側と顧客側相互に意味ある

ものであることが求められる。 

 小売業においてこうした関係性マーケティングを実施することは、その関与の低さから

容易ではないと考えられてきた。顧客は、店舗よりも、実際に購入するブランドにこそ興

味を持つからである。マーケティング全般から言えば、小売業態、パーソナイライゼーシ

ョン、サービス・プレゼンテーションといった小売マーケティング特有の要素の実行が求

められることにもなる。同時に、小売マーケティングは、サービスマーケティングとの関

わりも強い。そのため、マーケティングミックスの拡張だけではなく、新しいコンセプト

の提示や、店舗という場所を生かした経験価値の提供などが求められてきた4。こうした背

景をふまえつつ、改めてロイヤルティプログラムに限定されない関係性マーケティングの

可能性を問うことには一つの意義があるだろう。 

 

第 2 節 小売業における関係性マーケティング 

関係性マーケティングの系譜 

周知のとおり、関係性マーケティングは、複数の研究領域の知見が統合されていくこと

によって一つの潮流をなしたとされる。その流れを包括的にまとめた研究成果としては、

Sheth&Parvatiyar eds.(2000)の「Handbook of Relationship Marketing(HRM)」を挙げる

ことができる。HRM では、関係性マーケティングの形成に重要な役割を担った諸論文が掲

載され、その潮流として大きく 3 つのパースペクティブがあったこと5、そこからさらに発

展していった議論が存在することが示されている。 

 一つ目は、Hakkanson たちを中心とした IMP グループによる産業財マーケティングか

らの理論系譜である。一般的に、産業財取引には、一般消費者との消費財取引に比べて 4

つの特徴があるとされる6。合目的性、継続性、相互依存性、組織性である。こうした特徴

が存在するが故に、産業財マーケティングは関係性概念に注目することになっていく7。

Hakkanson たちの議論では、第一期においてはダイアドな関係性そのものが考察の対象と

なり、第二期においては、より後半に関係性がより広範なネットワークとして理解可能で

                                            
3 Sheth&Parvatiyar eds. (2000)、p.9。 
4 Constanities(2001)。 
5 この点については、南(2006)においても後述する 4 つ目の選択肢を含め同様の主要アプローチが、それ

から産業財マーケティングの文脈から関係性マーケティングを捉える余田(2000)においても、3 つの主

要アプローチが紹介されている。なお、サービスマーケティングからの展開は、知覚品質に注目した研

究群も存在しているとされるが、本稿ではひとくくりにして捉えている。 
6 高嶋・南(2006)、p.5。 
7 彼らの試みは、アメリカ流のマーケティング・マネジメントを相対化することを狙っていたともされる 

(余田 2000、南 2006)。 
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あることが示されてきた。 

 二つ目の展開は、イギリスを中心としたサービス・マーケティングからの理論系譜であ

る。関係性マーケティングという用語自体、サービス・マーケティング研究の中で 1983 年、

Berry によって最初に提示されたとされる8。サービス・マーケティングでは、サービス財

の特性として無形性や同時性が強調される。そのために、サービスの価値は生産者と顧客

の相互作用によって決定されるのであり、相互作用をマネジメントする視点として、関係

性の構築が求められることになった。小売業も、大きくはサービス・マーケティングの研

究範囲に含まれる。サービス・マーケティング研究からの展開では、特に Gronroos(1994)

に代表される通り、関係性マーケティングの論理が旧来的な交換型マーケティングをパラ

ダイムチェンジするものであるとさえ主張されてきたことは注目に値する9。 

 三つめの展開は、IMP の影響を受けつつ米国で展開されたチャネル論を基礎とした関係

性マーケティングである。マーケティング論の出自ともいえる商業論やチャネル論では、

生産者と商業者の対立しつつも強調せざるを得ない緊張関係が考察されてきた。この緊張

関係を関係性の視点から捉え直そうというわけである。特に、Morgan&Hunt(1994)にあっ

ては、広範な実証研究を通じて、コミットメントと信頼が関係性構築に大きな役割を与え

ることが提示され、関係性マーケティング全体としての一つの到達点を見せるに至った。 

 HRM で紹介されるのは大きくは 3 つであるが、近年では 4 つ目の展開として、マネジリ

アル・マーケティングにおける理論発展を確認することができる。一般消費者を対象とし

たマーケティング活動に対して関係性マーケティングを適用するという視点は、特に日本

では、嶋口(1994)や和田(1998)によって、早い段階から議論されていたとされる10。これら

の研究は、やがて IT の発展に後押しされる形で、より実務的な One-to-One マーケティン

グや CRM へとつながっていた11。CRM などは、言うまでもなく今日では関係性マーケテ

ィングの重要な一領域となっており、小売業でも重要な位置を占める。 

 こうして理論的な系譜を問うことができるが、これらはすべてが整合的というわけでは

ない。むしろ、関係性マーケティングにはそれぞれの系譜に対応して異なった認識枠組み

が存在する。どちらかというと、旧来的な交換型マーケティング(マネジリアル・マーケテ

ィング)を前提として、その延長線上に関係性マーケティングを捉えようという視点と、マ

ネジリアルな視点そのものを相対化し、より分析的な理論枠組みを構築しようという視点

が存在していたとも言われる12。 

 分類という点では、Coviello et al.(2002)は、関係性マーケティングは大きく３つのタイ

プがあるとしている。第一に、データベース管理を通じて交換型マーケティングの延長線

                                            
8 Berry(1995)、p.236。 
9 なお、同時期、同じ議論は他の分野からも起こっている(Sheth&Parvatiyar1995)。それでも、サービス

マーケティングからの展開は特に強かったように思われる。 
10 南(2006)、15 頁。 
11 南(2006)、16-17 頁。 
12 Mattoson(1997)、Moller&Halison(2000)。 
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上として顧客に対応するデータベース・マーケティング、第二に、社会的関係を含む顧客

との相互作用に焦点を置くインタラクティブ・マーケティング、第三に、企業がある社会

文脈に埋め込まれて存在することを強く意識したネットワーク・マーケティングである。

これらは、大きくは、サービス・マーケティング領域と一般消費者を念頭に置いた CRM か

らの展開としてデータベース、インタラクティブ・マーケティング、産業財マーケティン

グ領域からの展開としてネットワーク・マーケティングとして位置づけることができる13。 

 Coviello たちの研究では、これら 3 つの区分に加え、関係性マーケティングと対立する

とも考えられてきた交換型マーケティングを含めて 4 つのタイプが想定される。そして、

実務世界では、これらがハイブリッドな形で成立しているとして、その有り様を現代マー

ケティング実践として捉えている14。ただ彼らの分析によれば、小売業はサービス業に含ま

れると考えられているとみられ、その具体性については特に検討されていない。 

 

関係性マーケティング実行のレベルと小売業への展開 

 関係性マーケティングの観点から見る限り、Coviello たちが指摘するハイブリッドなあり

方は興味深い。現実的には、当然多様なマーケティングが同時に行われていると考えられ

るからである。ただし、小売業に関わる関係性マーケティングという点では、より実践的

な形で展開されてきたことにも留意が必要であるように思われる。 

 もともと、Coviello たちも分類にあたって参照している Berry(1995)では、関係性マーケ

ティングの戦術について 3 つのレベルが想定されている15。この分類では、それぞれについ

て、企業と顧客はベネフィットを享受することができるが、実現の困難性とベネフィット

の大きさが異なると考えられる。第一は、フリークエンシーフライヤーズマイルズや購買

カードのようなロイヤルティプログラムの提供である16。今日では最も基本的な関係性マー

ケティングの手法といえるが、経済的インセンティブはもとより、例えばカードを通じて

特別な何かを提供することもできるとされる。 

 レベル2では、第一の活動とも関連して、パーソナリゼーションとカスタマイゼーション

を通じて、より発展的な社会的結束(bond)が志向される。顧客を個人の名前で理解し、定期

                                            
13 Mattoson(1997)、p.448。 
14 さらに後の研究では、別途 e マーケティングが追加される。彼らによれば、e マーケティングは元々考  
 えられていた 4 つのタイプをつなぐ役割を果たすと考えられる(Coviello et al.2003)。 
15 Berry(1995)、pp.240−241、Coviello et al.(2002)、p.34。Coviello たちの議論では、Berry(1995)の他

にも、Gronroos(1991)と Webster(1992)が考察されている。Gronroos は関係性マーケティングを特別分

類せずに考えているのに対し、Webster や Berry はいくつかのタイプがあるとしているという。また、

Gronroos は企業のタイプに応じて交換/関係性マーケティングの意義が変わるのに対し、Webster と
Berry では一定の意義が示されるという違いもあるとされる。 

16 例えば、Stephenson&Fox(1987)では、アメリカの FPS がどのように形成され、今日では顧客にどう評

価されているのかを分析している。彼らの分析によれば、1980 年代当初の導入時期には一定の意義があ

ったかもしれない FPS は、今日ではどのエアラインも実施するようになり、エアラインにとってもコス

トになっており、顧客にとってもそのために余分なコストを強いられているという感覚が生じていると

いう。 
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的にコミュニケーションをとり、そして共通の興味をもって企業と消費者が出会えるソー

シャルイベントを供給する17。Price&Arnould(1999)は、ヘアスタイリストとクライアント

の関係を考察し、商業的フレンドシップという感情的な要因を含む特別なベネフィットの

存在を示している。この感覚が、サービスに対してポジティブな影響を与えているという。

あるいは、Schouten&McAlexander(1995)が示すハーレーダヴィッドソンのオーナーズプ

ログラムのように、ステータステーマとよばれるような、エリートグループの仲間である

ことを示すプログラムが提供されることもある。こうしたレベル2の関係性マーケティング

では、社会的ベネフィットが強く認識されるようになる。 

 Berry によるレベル 3 は、顧客に高いスイッチングコストを構築することになる関係性マ

ーケティングの最高形態である。それは、社会や個人の関係性と関係する必要はなく、む

しろ構造的なものであり、製品デリバリーシステムに組み込まれているという。例えば、

フェデラルエクスプレスのパワーシッププログラムは、顧客のオフィスにターミナルをお

き、彼らの時間と金銭を節約する。他の例としては、近年増加しているインターネット小

売として、アマゾンやバーンズ&ノーブルでは、仕組みとしてのマスカスタマイズプログラ

ムが充実している。これらのプログラムは、顧客の履歴を通じて学習し、リコメンドを提

供する。このプログラムは、顧客の探索を軽減し、ロイヤルティを高めていると考えられ

る18。 

 これらの区分は、当然 Coviello et al.(2002)にみた関係性マーケィングのタイプとも連動

している。すなわち、レベル 1 や 2 にはデータベース・マーケティングやインタラクティ

ブ・マーケティングが対応し、レベル 3 の構造的な形で組み込まれた関係性構築という点

については、社会に埋め込まれて存在しているということを重視するネットワーク・マー

ケティングが対応しそうである。 

 

レベル 主要な絆 サービスカスタマイ
ゼーションの程度

持続的競争優位の
可能性 主要なマーケティング要素 

1 経済的 低 低 価格 
2 社会的 中 中 人的コミュニケーション 
3 構造的 中-高 高 サービスデリバリー 

Berry(1995),p.240, Berry&Parsuraman(1991),p.137 をもとに著者作成 

 

小売業における関係性マーケティングの実際 

 Berry による 3 つのレベルは興味深く、また小売業における関係性マーケティングにとっ

て有用であると考えられる。なぜならば、より具体的に考察した場合、小売業のロイヤル

ティプログラム研究は、これら 3 つの組み合わせを議論してきたようにみえるからである。 

                                            
17 なお、Berry&Parsuraman(1991)では、レベル 1 では customer、レベル 2 以降では client という表現

が用いられ、区別されている(pp.137-138)。 
18 Ansari et al.(2000)。 
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例えば、Berry&Parsuraman(1991)では、レベル 1 とレベル 3 の具体的な事例として、

共に航空会社のマイレージサービスの利用が議論されている19。レベル 1 では、マイレージ

競争に陥ってしまったプロセスが紹介され、レベル 3 では、マイレージをもとに優良顧客

の選別を行い、彼らに特別なサービスを提供することによって構造的絆を構築したゴール

ドプログラムが紹介される。ようするに、彼らの議論に従えば、レベルの違いはあくまで

概念的なものであって、現実では例えばロイヤルティプログラムを通じて同時に提供でき

る。 

 あるいは Alexander&Colgate(2000)は、小売業を関係性マーケティングの視点でとらえ

るべきか、それとも交換や取引を基礎とするマーケティング・ミックスの視点でとらえる

べきかについて端的に議論している。彼らの議論によれば、大きな流れとしては、まずも

って関係性マーケティングの視点が支持されるようになっている。 

 ただし、こうした関係性マーケティングの視点を小売業に展開するに際しては課題が残

されている。なによりも、関係性マーケティングでは、顧客との長期関係の構築が求めら

れる。だが、小売業や小売業での取引に対する顧客の関与は低く、そもそもスイッチしや

すい傾向にある。さらに、社会心理学にも近い関係性マーケティングの視点からは、信頼

やコミットメント向上にあたっては、人と人が接することのできるセグメントやポジショ

ンが求められることになる。だが、小売業の規模が大きくなれば、こうした人と人の関係

は薄れていく。 

 こうした問題を前提として彼らが注目するのは、銀行における関係性の構築を参考にす

るという方法であり、クレジットカードの発行が重要になるとする。彼らがなぜ銀行に注

目するのかは定かではなく、おそらく現実の現象をもとにしていると思われるが、銀行に

対しては顧客の関与も高く、また長期的関係の構築がしやすいとされる20。そこで、小売業

も銀行業務を自らに組み込むことによって、本業での関係性マーケティングの実施が可能

になるとするわけである。 

 クレジットカードを発行すれば、小売業においても、Coviello et al.(2002)たちがいうと

ころの関係性マーケティングの 3 領域をすべてカバーできるようになる。第一に、クレジ

ットカードなどのカード発行を通じて、顧客データをより多く集めることができるように

なる。すなわち、データベース・マーケティングが可能になる。第二に、顧客の資産が蓄

                                            
19 Berry&Parsuraman(1991)、p.137、p.142。レベル 2 の説明が除外されているが、一般的に考えて、マ

イレージサービスを通じて社会的結束を考察することももちろん可能だろう。 
20 実際、銀行業と関係性マーケティングを対象にした研究は多岐にわたる。直接的な関連でいえば、例え

ば、Colgate&Alexsandar(1998)では、近年では小売業者が銀行業を営むようになり、通常の銀行業と競

合するようになっている。しかし、彼らは Brodie et al.(1997)に基づく関係性マーケティングの区分を通

じて、両者が一部では競合しつつも、広くはネットワーク上で共協業関係にあることを指摘している。

このことは、第一に、小売業と銀行業の親和性を示している。第二に、Brodie たちの議論は Coviello et 
al.(2002)にみた現代マーケティング実践の一研究であり、関係性マーケティングの区分が小売業におけ

る関係性マーケティングを捉えるうえで有用であることを示している。ただし、こうした研究はなるほ

ど興味深い示唆を数多く提供するが、やはり通常の小売店舗とは異質な性格を有しているように思われ

る。銀行業には、社会的品揃えの必要性やメーカーと商業の根本的対立といった性格がないからである。 
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積されることで、信頼やコミットメントに関わるインタラクティブ・マーケティングとな

り、第三に、当然ネットワーク・マーケティングの観点からもアプローチが可能になる。

他の小売業者や、銀行業界との連携といった形で、企業や顧客が社会に埋め込まれている

ことを意識する意義が生まれるからである。 

 彼らの実証研究では、オーストラリア、ニュージーランド、アイルランド、イギリスの

小売業者に対して、ファイナンス機能を有することの意義が調査される。518 社へ質問票が

送付され、150 サンプルが回収された。そのうち、60%程度はファイナンス機能を提供して

いるものと想定されたという。さらに彼らは、ファイナンス機能が関係性マーケティング

にとって意味があると企業側が実際に認識していたとされる。 

 

第 3 節 ロイヤルティプログラム研究の意義と限界 

ロイヤルティプログラムへの注目 

 よりロイヤルティプログラムに焦点を当てる研究は、いわゆる効果測定を問題として発

展してきた。例えば、Kumar&Sharh(2004)では、これまでのロイヤルティプログラムに関

する研究がまとめられている。彼らは、大きく 9 つの点でロイヤルティプログラムに関す

る中心的な論理は変化してきたとする。 

 

 
no 次元 初期ロイヤルティプログラム 進化したロイヤルティプログラム
1 オペレーショナイ

ゼーションレベル 
集合レベル 顧客レベル 

2 プログラムタイプ 使用回数や支出に基づく標準化
されたプログラム 

使用回数や支出のタイプに基
きカスタマイズされたプログ
ラム

3 報酬枠組み 反復購買を狙い標準化されてい
る 

特定の行動や態度満足へ影響
を狙い個人にカスタマイズさ
れている

4 報酬オプション 最小 複数
5 報酬メカニズム 反応的（過去志向） 反応的＋先行的（未来志向）
6 報酬の種類 目に見えるもの 眼に見えるもの＋経験的なも

の
7 プログラム対象 市場シェアをとり、収益を増や

し、再購買や際しようを通じた
行動的ロイヤルティの確立 

ロイヤルティと収益性のリン
ク、行動的ロイヤルティへの
影響、態度的ロイヤルティの
深耕

8 使用度測定 RFM,PCV,SOW CLV
9 使用度分析と技術 最小 拡張

ロイヤルティプログラムの中心論理の進化 Kumar&Shah(2004),p.326. 

 

 オペレーショナイゼーションの変化は、最も根本的なレベルであったという。今日的なロ

イヤルティプログラムは、少なくとも ID によって個別のユーザーを捉えることができる。

データベースに関わる技術革新とも相まって、これらの分析も容易になった。プログラム

タイプについては、当初は、例えば 1000 マイル飛べば 100 ポイントを一律に提供するとい
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う形だったプログラムが、今日では顧客のタイプ(エリート会員か通常会員か)や、チケット

の購入形態(正規運賃か割引運賃か)といった条件によってポイントが変わるプログラムに

変更されている。複雑に組み合わせるようになっているわけである。報酬制度や報酬オプ

ションについても同様である。一律同じ報酬が提供されるわけではなく、顧客のタイプや

目的に応じた対応がなされ、顧客自身が選択できるオプションも多彩になっている。報酬

のメカニズムでは、かつては過去に貯めたポイントを清算するといった形が多かったのに

対して、今日では、将来の行動や購入動機につながるような形が増えてきている。例えば、

ホテルの優良顧客に対して、無料でゴルフのラウンドを回ることができる権利を与えたり、

無料で新聞を部屋に配布することによって、次の利用を促進することができるようになっ

ている。報酬のタイプについても、無形の経験や感動を提供する物が増えてきた。ラフテ

ィングツアーに招待したり、ディズニーランドにも行けるようになった。プログラムの目

的については、当初は収益性の増加が期待されていたが、今日では、それだけではなくロ

イヤルティ態度の形成なども期待されるようになっている。利用の測定については、CLV

が考えられるようになることで、過去の履歴だけではなく未来の期待が想定できる。最後

に、技術と利用の分析については、いうまでもなく、より詳細で洗練された分析ができる

ようになった。 

 こうして Kumar たちの議論では、ロイヤルティプログラムの具体的な方策が精緻化され

てきたことが捉えられる。その具体的な効果については、直接的な収益はもちろん、間接

的な効果までが期待されてきた。古くは、Rosenberg&Czepiel(1984)では、新規顧客の開拓

は 既 存 顧 客 の 維 持 よ り も 5 倍 の コ ス ト が か か る と 指 摘 さ れ る 。 ま た 、

Reichheld&Sasser(1990)では顧客生涯価値算定の意義が強調されてきた。彼らは、ロイヤ

ルカススターは長期にわたって滞在することになるため、時間を経るごとにより大きな利

益をもたらすとする。 

 Bolton et al.(2000)では、収益性の向上という観点ではなく、スイッチングコストを高め

囲い込みの効果が期待できるとされた。すなわち、ロイヤリティプログラムのメンバーは、

優れた消費経験を提供できない際にも、他の小売業者にスイッチしにくくなる。小売業者

のサービス接客や製品提供の失敗に対して、関係性は一種のバッファーの役割を果たすこ

とが期待されているというわけである。経済的なスイッチングコストは言うまでもなく、

Morgan&Hunt(1994)が示すように、信頼やコミットメントといった心理的、社会的影響も

考えられる。 

  

ロイヤルティプログラムの効果 

 いずれの効果も興味深いが、これらの議論は、総じて短期的な収益向上に対して消極的

であったように思われる。例えば Taylor&Neslin(2005)では、ロイヤルティプログラムの

意義が 2 つの点から捉えられる。ポイント圧力と報酬行動である。このさい、ポイント圧

力は短期的影響であり、ポイントを獲得しようとして購買行動が促進されるといわれる。
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報酬行動は長期的影響であり、ポイント獲得や報酬獲後に購買行動に影響を与えるという。 

 しかし、その具体的な効果は経験的にははっきりしない。Magi(2003)によれば、小売業

界においてポイントカードを始めとするロイヤルティプログラムは一般的であるにもかか

わらず、学術上はその効果は疑問視されてきたという21。肯定否定いずれの研究も存在する

が、Dowling&Uncles(1997)では、そもそもこうしたプログラムでは、消費者の根本的な行

動変容を期待することは難しいとされる。 

 Magi自身は、こうした問題は顧客満足と売上シェア拡大の関係についても同様であると

し、顧客満足の研究が条件を特定する研究へ展開してきたことを指摘する22。そして、ロイ

ヤルティプログラムについても、その効果については一意に決めることはできず、店舗特

性や消費者属性によって影響が変化すると考える。 

 Meyer-Waarden(2007)もまた、ロイヤルティプログラムの効果については研究がそれほ

ど多くなく、効果自体について肯定批判それぞれの研究が存在していることを指摘してい

る。この背景には、収集できるデータの質の限界と、分析の方法論の限界があるという23。

例えば、Sharp&Sharp(1997)やNako(1997)の研究では、その場で顧客を調査ヒアリングし

ていくという方法が用いられるが、このデータでは顧客の異なるアカウントをとらえるこ

とができない。あるいは、店舗内のデータを用いた研究では、競合となる店舗での購買情

報を取得することができない24。さらに、他のサーベイデータでは、信頼性の問題があるこ

とが指摘されている25。 

 これらの問題を受けて、Meyer-Waarden(2007)による研究では、広範にわたる購買履歴

データの分析が行われる。彼らの研究では、ロイヤルティプログラムを通じて消費者の生

涯価値や支出が増えることや、近隣の類似店舗のロイヤルティプログラムにも参加してい

る場合には支出が減少すること、さらには、店舗における支出が大きいほど、生涯価値も

大きくなることが期待できることが示される。 

 

ロイヤルティプログラムを好まない顧客 

 Magi や Meyer-Waarden たちが言うように、より精緻に条件を検討することによって、

効果測定の精度を高めることはできるかもしれない。だが、基本的には、ロイヤルティプ

ログラムの効果については、直感的には効果があると理解されながらも、はっきりとした

                                            
21 Magi(2003)、p.97. 
22 Reichheld(1993)は、多くの企業が顧客満足の向上と収益の向上が結びついていないとし、従業員を含

めマネジメントの重要性を指摘する。Mittal&Kamakura(2001)は、実証研究を通じて、顧客満足は一定

の方法に従って向上するが、顧客満足と再購買の間には、性別や学歴といった顧客属性が影響を与える

ことを明らかにする。さらに、Homburg & Giering(2001)においても、年齢や収入といった顧客属性が

モデレータ要因として考察され、顧客満足とロイヤルティの関係に影響を及ぼすことが示される。他に

も類似した研究として、Oliver(1999)では、顧客満足とロイヤリティの因果関係が考察されている。 
23 Meyer-Waarden(2007)、p.223。 
24 Bolton et al.(2000)、Lewis(2004)。 
25 Magi (2003)、Yi&Jeon(2003)。 
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帰結は見えないままに議論が展開されている。 

 我々からみれば、前節でみた関係性マーケティングには広い枠組みが存在している。ロ

イヤルティプログラムだけに注力するということの限界を、ふまえた方がよいようにもみ

える。実際、もう少し関係性マーケティングの基本的認識に立ち返ろうという研究も展開

されるようになっている。第一に、そもそも顧客は関係性の構築を好んでいるのだろうか

という問いであり、第二に、これまでの諸研究は、結局関係性マーケティングの一部を議

論してきたにすぎなかったのだろうかという認識である。 

 例えば、Noble&Phillips(2004)では、どうして消費者が小売業者と関係性を構築すること

を欲しないのかについて分析が行われている。小売業者の関係性マーケティングの手法と

して、ロイヤルティプログラムに代表される手法は一般的となったにも関わらずである。

Peterson(1995)では、この理由を当初の Sheth&Parvatiyar (1995)の定義から考察していた。

すなわち、Parvatiyar たちは、そもそも公理(axiom)として、消費者には関係を構築し、取

引数を減少させたいという欲求があると理解されていた。だが、それ自体が正しいかは議

論の余地があり、むしろ消費者にあり得るのは、関係性を通じて何らかの価値を得たいと

考えるからであろうという。 

 当然、関係性マーケティングの実施に際しては、そのプログラムを通じて顧客が何かし

らの期待を感じなければならない。例えば、Gwinner et al.(1998)は、先行研究をもとに大

きく 3 つの期待が議論されたことをまとめている。一つには、社会的ベネフィットが期待

されているとされ、先に見た Berry(1995)も示していたように、コミュニティの存在を含め、

社会的な関係が構築されること自体に魅力があるという。あるいは、第 2 の視点としては、

リスク低減を目的とした信頼であったり確信が求められているともされる。さらに、当然

経済的で金銭的なメリットも求められるであろうとされ、これら 3 つについて、特に信頼

や確信に関わるベネフィットが重要であることを質問票調査をもとに示している。 

 その他 Noble たちが注目するのは、関係性マーケティングは顧客の気持ちに焦点を当て

てこなかったために、今日では失敗しているという主張である。例えば、Fournier et 

al.(1998)は、マーケターは、関係性の発展に特別興味のない顧客や、積極的に関係性の構

築から逃げようとする顧客の理解に失敗してきたという。 

 これらの議論では、関係性の構築は顧客にとってベネフィットがあり、また顧客もまた、

関係性の構築を望むことを前提としている。Granobetter(1985)がいう社会的埋め込みのと

おり、あるいは Frenzen&Davis(1990)が垂直的埋め込みというように、関係性は一種の必

然として捉えられる。だが、その割には関係性マーケティングは多く失敗している。

Brown(1998)は、関係性マーケティングをルース（面倒）だという。どうして消費者が企業

を信頼せねばならないのだというわけである。 

 Nobleたちは、インタビューの結果、関係構築を望まない顧客の理由として大きく4つを分

類する。維持に関わるテーマ、時間に関わるテーマ、利益に関わるテーマ、個人的な損失
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に関わるテーマである。維持や時間については、その煩わしさが議論され、利益や損失に

ついては、実質的なメリットが感じられないことが議論されている。 

 こうした分析の上で、Nobleたちは、今回の調査がBerryのいうところのレベル１とレベ

ル２を対象にしていたとし、レベル3については今後の課題であるとしている。このさい、

彼らは、小売業ではレベル3の関係性マーケティングの実現はバイヤーとサプライヤー間で

ないとはっきりと捉えられないのではないかとも指摘している。裏を返せば、彼らの認識

では、小売業では、顧客との間にレベル3の関係性マーケティングを実践することが困難で

あると考えられていることになる。 

 彼らの研究は、ロイヤルティプログラムの効果にとどまらず、関係性マーケティングと

はいったい何を目指すものであったのかという根本的な問いを提示しているようにみえる。

このことは、さらにいえば、小売業における関係性マーケティングを考えるのならば、ロ

イヤリティプログラムの効果のみならず、レベル3までを含む構造的な関係性の構築が可能

であるのかどうか、そしてさらに、そうした活動が顧客にとって望むべきものでありうる

のかという点が問われねばならないことになる。 

 

第 4 節 経験的研究に向けて 

 以上、本節では、小売業における関係性マーケティング研究の考察を進めてきた。少な

くとも我々のみる限り、ロイヤリティプログラムの効果測定に関わる研究の多くは、もは

やそれだけでは問題を解決できないほどに相反する帰結を生み出していてしまっている。

求められるのは、関係性マーケティングの論理に今一度立ち返り、顧客が望む関係性とは

何かを問い直すことであろう。このさい、Covielloたちによる現代マーケティング実践の分

類を参考にするか、Berryによる3レベルを再検討し直すか、あるいはその組み合わせを検

討するか、選択肢はいくつかありそうである。 

 今後の課題として、何よりも重要になるのは、実際的に小売業がどのようなマーケティ

ングを活動を行っているのかという理解である。いわゆる関係性の構築は、今日であれば、

インターネットショッピングにもつながるであろうし、遡って歴史的な研究もできる。こ

れらの試みは、今日の小売業にとって重要な意義を有していると考えられる。 
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